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令和３年度男女平等推進行動計画進行管理結果の概要 

 

 

１．取組の実施状況 

  実施状況については、７割の取り組みについて当初の予定通りの実績を達成できた。 

総取組件数 １３３件

 実施状況が「Ａ」だった取組 ３件

実施状況が「Ｂ」だった取組 ９８件

実施状況が「Ｃ」だった取組 ２３件

 実施状況が「Ｄ」だった取組 ６件

 実施状況が「Ｚ」だった取組 ３件

   

① 予定以上の実績を上げた取組「Ａ」 

・取組番号１２８番  

育児や介護制度の職員向けガイドラインの活用（128 ページ） 

 【評価の理由】 

  第４期特定事業主行動計画の策定に合わせ、両立支援制度の説明用資料も更

新し、周知した。また、管理職員向け説明会も実施し、部下の育児参加を積極的

に支援するよう意識づけを行ったため。 

 

・取組番号１２９番 年次有給休暇の取得促進とノー残業の促進（129 ページ） 

 【評価の理由】 

  予定どおり取組を行った。新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態

宣言や蔓延防止のための措置等の影響もあり、時間外勤務者が全体として減少

したため。 

 

・取組番号１３１番  

セクシュアル・ハラスメントなどの対策として防止マニュアルの活用  

（131 ページ） 

 【評価の理由】 

  計画どおり実施した。 

また、メンタルヘルスセミナーに絡めてハラスメントについても研修を行った

ため。 
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② 当初の予定通りの実績を上げられなかった取組「Ｃ」 

・取組番号６番  

なるほど行政講座の中で男女平等に関連する情報の提供（6 ページ） 

 【評価の理由】 

 講座開催希望がなかったため。 

 

・取組番号８７番 ＤＶ防止のための啓発・窓口周知（87 ページ） 

 【評価の理由】 

     広報しろいやホームページ、公民館等へのチラシ掲示等により、講座の周知

を行ったが、参加申込者は２０人と目標値の半数だったため。 

 

・取組番号９０番  

生き生き相談による援助を必要とする女性への自立支援（90 ページ） 

 【評価の理由】 

     新規相談者数が、目標値の２４人に達しなかったため。 

 

・取組番号１２７番 男性職員の育児休業取得の促進（127 ページ） 

 【評価の理由】 

     男性で育児休業が取得できる対象者が 3 名いたが、誰も取得には至らなかっ

たため。 

 

【新型コロナウイルス感染症の影響によりＣ評価となった事業】 

・取組番号３番 青少年女性センターでの男女共同参画事業の実施（3 ページ） 

 【評価の理由】 

  新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、来場者の減少があり、目標とし

ていた人数の達成には至らなかったため。 

 

・取組番号５番 市民大学校における男女共同参画関連講座の実施（5 ページ） 

 【評価の理由】 

  新型コロナウイルスの流行により、例年の様な調理を伴う講座が実施できな

かったため。 

 

・取組番号１０番 友好都市交流の実施（10 ページ） 

 【評価の理由】 

新型コロナウイルス感染症拡大防止によりオーストラリアへの派遣を中止し

たため。 

 

・取組番号１２番  

人権教育・豊かな人間関係づくり実践プログラムの実施（12 ページ） 

 【評価の理由】 
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     新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、やむを得ず人権教室を中止した学校

があった。ピアサポートは対話形式の学習であるため、概要に留める学校もあ

ったため。 

 

・取組番号２４番 ママヘルプサービスの実施（24 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症の影響で、サービスを望まない家庭や、在宅勤務

などで支援者がいたため利用者が減少し、目標値を下回ったため。 

 

・取組番号２９番 図書館児童サービスの充実（29 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症の拡大により事業を中止したため。 

 

・取組番号３３番 妊産婦への健全な食生活の普及啓発（33 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症の影響により、年 6 回予定の講座が 3 回中止とな

ったため、参加者数が少なく、講座での普及啓発が難しかったため。 

 

・取組番号３６番 男性料理教室の実施（36 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、定員を減らし、開催方法も変更

して実施したことから、当初の目標としていた教室参加者数には達しなかった

ため。 

 

・取組番号３７番 マタニティ＆ベビー向け講座の実施（37 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナ感染症拡大に伴い、開催中止となったため。 

 

・取組番号３８番 育児講座・保育参加への父親の参加促進（38 ページ） 

 【評価の理由】 

     保育参加について、新型コロナウイルス感染拡大防止策として、5 歳児のみ

参観形式に変更し実施したが、0～4 歳児については実施できなかったため。 

 

・取組番号４４番 介護支援ボランティア制度の運用（44 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、対象施設において受け入れを

制限していたため。 

 

・取組番号５１番 スポーツ指導者の育成と参画促進（51 ページ） 

 【評価の理由】 
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     受講者数が減少したため。 

 

・取組番号５４番 ボランティアセンターの周知・利用促進（54 ページ） 

 【評価の理由】 

     コロナ禍における講座開催のため、募集人数の縮小や中止した講座が 4 講座

あったため。 

 

・取組番号６６番 高齢者就労指導センターの活用（66 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症の影響により、講習会を中止にしなければならな

いことがあったため。 

 

・取組番号７２番 起業・創業支援制度の周知（72 ページ） 

 【評価の理由】 

     緊急事態宣言等により 2 回中止があったため。 

 

・取組番号９９番 人権に関する啓発の実施（99 ページ） 

 【評価の理由】 

     市内小中学校へ開催を呼びかけたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により中止となった学校や隔年で実施する学校があり目標値を達成できなかっ

たため。 

 

・取組番号１０５番 消防団員充実強化（105 ページ） 

 【評価の理由】 

     コロナ禍により、消防団の行事や広報活動を制限したため。 

 

・取組番号１０６番 防災意識の向上と知識の普及（106 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、当初の計画どおりには実施で

きなかったため。 

 

・取組番号１２３番 他市町村との連携、情報交換（123 ページ） 

 【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止となったため。 

 

 

③ まったく実績がなかった取組「Ｄ」 

【新型コロナウイルス感染症の影響によりＤ評価となった事業】 

・取組番号４番 青少年女性センターとの連携（4 ページ） 

    【評価の理由】 
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     新型コロナウイルス感染症の影響により中止となったため。 

 

・取組番号９番 青少年国際交流の実施（9 ページ） 

    【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染拡大の影響で、海外への渡航制限等により実施でき

なかったため。 

 

・取組番号１７番 企業経営者による講演会の実施（17 ページ） 

    【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症に対する各種支援対応優先により実施できなかっ

たため。 

 

・取組番号８６番 市政懇談会への多様な参加の促進（86 ページ） 

    【評価の理由】 

     懇談会の要望が 1 件あり、開催に向けた調整を行っていたが、先方より新型

コロナウイルスの感染拡大により中止したいとの申し入れがあり、開催できな

かったため。 

 

・取組番号１１４番 外国人市民交流による相互理解の推進（114 ページ） 

    【評価の理由】 

     新型コロナウイルス感染症拡大防止により中止したため。 

 

※実施状況が「Ｚ」となっている、取組番号１６番、５７番、１０８番については案

件自体がなかったため、評価なしとした。 

２．数値目標（年次進行管理分）の実績 

 ①「積極的に育児をしている父親の割合」 

令和２年度の実績値（60.51％）より約６％増加した。 

 

②「自治会長に占める女性の割合」 

自治会ハンドブックの中で男女とも自治会等運営への参画を促すなどの取り組みを

引き続き行っており、令和７年度までの目標値を超える実績値となった。 

  

③「市が設置する審議会などにおける委員の男女比」 

取組番号８４番の無作為抽出による公募委員候補者登録制度の取り組みなどによっ

て女性委員を増やす取り組みを行っており、目標達成のため配慮が必要となっている。 

 

 ④「女性消防団員」 

例年と同じ実績が続いており、目標値を達成できていない。意識啓発等の方法につ

いて検討が必要であると考えられる。 



６ 

 

⑤「市役所内女性管理職（課長級）の割合」 

  昇格方針において女性の積極的な登用を図っており、今後も引き続き、管理職候補

者に研修参加を促す等、人材育成を行うとともに女性の積極的な登用を図り、令和７

年度までの目標値へ近づけるよう努める。 

 

 ⑥「市役所内男性育児休業取得率」 

庁内の情報システム等で制度の周知を図っているが、男性が積極的に育児休業を取

得する意識の醸成に至っておらず、実績はなかった。 


